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川原：本日は大変ご多忙のところ、また暑い中、クラレグループの決算説明会にご参加をいただき

まして誠にありがとうございます。2024 年度第 2 四半期の決算説明を始めさせていただきます。 

24 年度上期の世界経済につきましては、ヨーロッパと中国の景気低迷が継続しました。米国は堅

調に推移しましたが、全体としては緩やかな成長となりました。一方で、ロシア、ウクライナ、あ

るいは中東情勢など地政学的な緊張がグローバルな経済活動のリスク要因となるなど、先行きは相

変わらず不透明な状況が続いています。 

かかる環境下、私どもの多くの事業について販売数量が伸長したこと、また円安によるプラス影響

もあり、当社グループの業績は、売上高は前年同期比 302 億円増の 4,112 億円、営業利益は 45 億

円増の 455 億円、親会社株主に帰属する中間純利益は 86 億円増の 304 億円となり、中間期とし

て、売上高、各利益、いずれも過去最高となっています。 

なお、為替および原燃料の実績につきましては、資料にお示ししてある通りです。 
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このスライドでは、前年同期比での営業利益の増減要因を全社のまとめとして示しています。 

左から、「数量」については景気が緩やかに成長したこと、需要の回復に伴い、70 億円の増益要

因となっています。その次、「売値・構成」ですが、こちらは原料価格の推移に合わせて価格調整

をした影響もございまして、105 億円の減益要因となりました。 

一方で、「原燃料・為替」につきましては、原燃料価格の下落と為替が円安に振れた影響で、120

億円の増益要因となりました。 

最後に一番右の「その他」ですが、昨年にあった在庫評価差額による利益の引き下げが今年度はな

くなった一方で、新たに減価償却費や修繕費などの経費が増加したことにより、合計としては 40

億円の減益要因となっています。 
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このスライドでは中期経営計画「PASSION 2026」で掲げた財務 KPI の 24 年度上期時点での実績

を示しております。利益の拡大に伴って、各 KPI はいずれも向上の傾向を示しておりまして、

ROIC は 7.5%、EBITDA は 873 億円、ROE は 8.0%という結果となりました。 

中期経営計画の最終年度の目標に向けて、引き続き資本効率とキャッシュ創出力の向上に努めてま

いります。 
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上期実績が当初の想定を上回る結果となったことを踏まえ、通期業績予想を前回 5 月 14 日に公表

した金額から増額しています。 

新たな予想としまして、通年で売上高は 8,500 億円、営業利益は 890 億円、当期利益は 550 億円

といたします。 
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クラレグループが今中期経営計画「PASSION 2026」において取り組んでいる事業ポートフォリオ

の高度化について説明します。 

イラストに示しています通り、事業ポートフォリオの評価につきましては、このグラフでいう横軸

の「経済的価値」、縦軸の「社会・環境価値」、この 2 軸を基本としますが、その高度化に当たり

ましては、奥行きの 3 軸目、「市場成長性」も考慮します。 

この 3 軸の評価の中で縦軸の「社会・環境価値」につきましては、本日詳細な説明は省きますが、

WBCSD、日本語で言いますと「持続可能な開発のための世界経済人会議」が定めた、客観性ある

いは透明性が高い製品ポートフォリオ評価手法である PSA、ポートフォリオ・サステナビリテ

ィ・アセスメントに準拠したクラレ版の PSA システムと、インターナル・カーボン・プライシン

グの 2 つの指標を用いて実施しています。 

また、横軸の「経済的価値」につきましては、稼ぐ力としての営業キャッシュフロー、そして効率

性としての ROIC、この 2 つの指標を用いて評価します。 

5 ヶ年の中期経営計画「PASSION 2026」の前半の 2 年間でこれらを運用して、成長性、競争力の

高い事業、製品の見極めを進めてまいりました。特に、コロナ禍から経済が正常化する中で、自助

努力で吸収できるレベルを超える原燃料価格の高騰が発生し、当社もやむなくお客様に価格改定を

通じて相応のご負担をいただくことになりました。その過程において、私どもクラレグループの製

品の中で、お客様に価格改定を受け入れていただける競争力のある製品、そして残念ながらそうで

はない製品がこれまで以上に明確になってまいりました。 
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このような状況も踏まえて、このイラストでお示しした 4 色のエリア、緑色が「成長・拡大事

業」、そして水色が「基盤事業」、赤色が「新規ソリューション・用途開発」、そして左側のオレ

ンジ色が「最適化・体質改善事業」を示していますが、各事業・製品をこれらいずれかのエリアに

位置付けることにしています。さらに、オレンジ色の「最適化・体質改善事業」につきましては、

事業性評価を実施いたしまして事業によっては、左下のグレーゾーンの「縮小・撤退」の判断をい

たします。 
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前ページと関連しまして、このスライドでは、事業ポートフォリオの高度化に関する、この 2024

年度上期の取り組みについて、その大きなものの進捗について示しています。 

前のページのスライドで、「成長・拡大事業」あるいは「基盤事業」と位置づけた事業・製品につ

いては、米国の活性炭の新炭製造設備、日本・倉敷での光学用ポバールフィルム生産設備などの新

設備を着実に立ち上げています。 

また、サーキュラーエコノミーにより、今後ますます拡大が期待されるビニルアセテートセグメン

トの〈エバール〉のシンガポールでの新プラントの建設や、先日公表していますが、米国での活性

炭の産業用再生炭事業の買収など、将来の成長に向けた意思決定を行いました。 

一方で、市場環境や事業のライフサイクルを踏まえて、残念ながら将来に向けて「社会・環境価

値」あるいは「経済的価値」の改善が見られないであろう事業・製品については、客観的に厳しい

判断を進めています。 

オレンジ色の「最適化・体質改善事業」ですが、既に公表しました MMA プラントの生産能力の最

適化により収益改善を目指す決定を行いました。また一部事業については、「最適化・体質改善事

業」からグレーの色を示している「縮小・撤退事業」への移行、事業譲渡あるいは縮小・撤退する

ことを決定しました。カルゴン・カーボン社の欧州子会社が手がける珪藻土、パーライト事業、あ

るいは繊維セグメントの中の乾式不織布事業などがこれに当たります。 
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前ページのスライドで、赤い色で示した「新規ソリューション・用途開発」につきましては、イノ

ベーションネットワーキングセンター、略して INC と呼称していますが、INC を中心に着々と開

発を進めています。こちらにつきましては、また改めて近い将来お話ができるかと考えています。 

このような事業評価をもとに、メリハリを効かせた経営資源の投入を行うことで、当社としまして

は、よりサステナブルな事業構造への転換と持続的な成長の実現を目指してまいります。 
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当社は、株主の皆様に対する利益配分を経営の重要課題の一つとして位置づけており、中期経営計

画「PASSION 2026」では、総還元性向を 35%以上、かつ 1 株につき年間配当金は 40 円以上とい

うことを基本方針としています。 

そして、収益の拡大を通じた株主還元の充実を図ることとしていますが、本日公表しました通り、

先に述べた株主還元方針と足元の業績動向を踏まえて、今回の中間配当につきましては 2 円増額と

いたします。また、期末の配当予想につきましても、1 株当たり 2 円を増額することにしまして、

27 円の予想となります。これによって年間の 1 株当たり配当金予想は 54 円ということになりま

す。こちらについては、前回予想および前期実績からいずれも 4 円の増配になると見込んでおりま

す。 

この配当金 54 円に、本年 5 月に決定し、現在実行中の自己株式の取得を加えますと、今の利益予

想からすると、計算では総還元性向は約 68%になります。今後も引き続き株主還元の充実を図っ

てまいります。 

私からのご説明は以上になります。ありがとうございました。 
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多賀：続きまして、決算内容の詳細につきまして、私、多賀よりご説明を申し上げます。 

このスライドでは、各セグメントの売上高および営業利益の実績を前年同期との比較でお示しして

おります。ご覧いただいた通り、全てのセグメントにおきまして増収となりました。 

営業利益につきましては、イソプレンが減益となりましたが、それ以外のセグメントはビニルアセ

テートを中心に増益となりました。 
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ここからは、セグメント別に事業の状況を説明してまいります。 

最初はビニルアセテートセグメントです。当セグメントは前年対比で増収増益となりました。各事

業の販売の状況は右上に記載のコメントをご覧ください。 

営業利益は前年同期比で 37 億円増加いたしました。「数量」はポバール樹脂、光学用ポバールフ

ィルム、水溶性ポバールフィルムの販売数量が増加し、23 億円の増益要因となりました。 

また、原燃料価格の推移に合わせた価格の調整や販売構成などで、「売値・構成」は 78 億円の減

益要因となりました。 

「原燃料・為替」は 61 億円の増益要因となりました。また、昨年ありました、在庫評価差額によ

る利益の押し下げ、これが今年はなくなりましたので、「その他」は 32 億円の増益要因となりま

した。 

以上のことから、セグメント全体では増益ということになります。 
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イソプレンセグメントです。当セグメントは前年対比で増収減益となりました。各事業の状況は記

載のコメントをご覧ください。 

「数量」につきましては、タイ拠点稼働に伴う拡販などによって販売数量が増え、33 億円の増益

要因となりました。 

一方、原燃料価格の推移に合わせた価格の改定、販売・構成の変化によって、「売値・構成」が

19 億円の減益要因となりました。「原燃料・為替」は、原燃料価格の下落と円安によって 19 億円

の増益要因となりました。 

一方、タイ拠点の減価償却費負担の増や、在庫評価差額の影響などによって、「その他」は 46 億

円の減益要因となりました。 

イソプレンケミカル、エラストマーでは販売数量が増え、〈ジェネスタ〉も主用途である電気・電

子用途で需要が回復基調となっております。第 3 四半期以降も一層の販売拡大を図ってまいりま

す。 
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機能材料セグメントは前年同期比で増収増益となりました。各事業の状況は記載の通りです。 

「数量」は、いずれの事業も販売数量が増え、増益要因となりました。中でもメディカルが好調に

推移しました。「原燃料・為替」は 25 億円の増益要因になりました。 

「その他」は、環境ソリューションの米国活性炭新設備稼働に伴う減価償却費の増加、およびメデ

ィカルで拡販のための経費の増加がありまして、25 億円の減益要因となりました。 

セグメント全体では増益を確保いたしました。 
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繊維セグメントは前年同期比で増収微増益となりました。各事業の販売の状況はコメントの通りで

す。 

「原燃料・為替」は原燃料価格が落ち着いたこと、および、為替が円安に進んだことにより、15

億円の増益要因となりました。一方で、販管費の増加や在庫評価差額の影響などにより、「その

他」は 12 億円の減益要因となりました。 
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このスライドでは、24 年度上期のキャッシュフローおよび主要な指標についてご説明申し上げま

す。 

営業キャッシュフローは 637 億円、投資キャッシュフローはマイナスの 358 億円、その結果、フ

リーキャッシュフローは 279 億円となりました。 

設備投資の受入ベースは前年同期比 24 億円増の 349 億円となりました。 

減価償却費は 51 億円増の 418 億円。 

研究開発費は 4 億円増の 123 億円となりました。 
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このスライドでは、貸借対照表の資産の部を昨年末と比較しております。 

流動資産は 348 億円の増加となりました。これは主に為替や定期修理に備えた在庫積み増しの影

響で棚卸資産が 275 億円増加したことによるものです。 

固定資産は、設備投資による増加に加え、円安で海外子会社の固定資産の評価額が上がったことに

より、379 億円の増加となりました。 
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このスライドでは、貸借対照表の負債・純資産の部を示しております。 

負債は、借入金の返済などによって 105 億円の減少となりました。純資産は為替換算調整勘定が

717 億円増えた影響などにより、833 億円の増加となりました。 

この結果、自己資本比率は 3.5%上昇し、60.4%となりました。 
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このスライドでは、24 年度通期の業績予想についてご説明します。 

売上高および各利益につきましては、先ほど川原が申し上げた通りです。1 株当たりの当期純利益

は 550 億円をベースに 166 円 42 銭となります。配当は年間 54 円を予定しております。 

決定ベースでの設備投資は、本年 3 月に建設を決定しましたシンガポールの〈エバール〉新プラン

トを含めまして、1,300 億円を見込んでおります。受入ベースでは、光学用ポバールフィルムの建

設、先に述べました〈エバール〉の新プラント建設、また昨年に投資を決定しました高強力繊維

〈ベクトラン〉の能力増強工事などによって 810 億円を見込んでおります。 

減価償却費は、米国での活性炭製造設備の稼働などによって、98 億円増の 870 億円。研究開発費

は 26 億円増の 270 億円となる見込みです。 
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このスライドでは、23 年度対比の営業利益予想の増減要因をお示しております。 

24 年度は、多くの事業で販売量が増加し、これに伴う生産数量増加によって、「数量」が 197 億

円の増益要因となる見込みです。 

また、価格調整の影響などで、「売値・構成」は 74 億円の減益要因となる一方、「原燃料・為

替」につきましては、原料価格は上昇しているものの、燃料価格は落ち着いていまして、また円安

効果もあり、トータルで 83 億円の増益要因となる見込みです。 

「その他」は、在庫評価差額が増益要因となるものの、減価償却費、経費などの増加によって 69

億円の減益要因となる見込みです。 

これらを合計しまして、全体では 135 億円の増益を見込んでおります。 
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このスライドでは、今回の修正予想を前年度実績および 5 月の前回予想と比較してお示ししていま

す。 

繊維は厳しい事業環境を踏まえて、前回予想から減益の予想としましたが、機能材料は各製品の販

売が伸長することで増益を見込んでいまして、イソプレンにつきましては赤字幅の縮小を見込んで

います。ビニルアセテートにつきましては引き続き安定的に利益を確保いたします。 
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21 ページ以降は修正した業績予想のセグメント別の利益増減分析および詳細な計数情報となりま

すので、参考までにご覧いただければと思います。 

以上で説明を終わります。ありがとうございました。 
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